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業団体の意見・要望と対応状況
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意見・要望項目 対 応

１ ICT施工に関わる人材育成について※ １．全国にて、施工者、発注者（直轄及び地方公共団体）を対象に講習会、見
学会、シンポジウム等の開催を実施し、継続する

２．地方公共団体と地方整備局にて連携しICT活用の知見を共有する場の設
置を推進し指導・助言が行える人材・組織の育成を開始する

３．ICT活用の事例集を作成、継続して情報共有を行う

２ ICT施工に資する監督・検査の合理化 １．遠隔による立会・監督を推進する試行要領を通知
２．空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領において納品画像
データの軽減を実施

３ 中小企業、自治体への支援､情報提供 ※人材育成への対応と同様

４ 積算、経費について １．ICT活用工事において活用段階毎の経費計上を実施する
２．３Ｄ出来形計測に対応し、共通仮設費・現場管理費に補正率を新設
３．小規模土工における見積もり活用を可能とする

５ ICT活用に関する補助・助成の拡充 １．補助金、税制優遇に関する情報提供を継続する

６ ICT活用効果へのインセンティブ １．中小規模工事において、部分的な活用についてもＩＣＴ活用として評価を実
施する

２．現場条件を踏まえ、ＴＳを用いた断面管理についても選択可能とする

７ ３次元設計データに関する意見 １．実施要領において発注時のCADデータ提供範囲について注意喚起

８ 要領等の「カイゼン」意見 １．「カイゼン」意見を踏まえた基準類の改定検討を継続
対応 ・納品画像データの軽減

・事前精度確認期間の改定
検討継続 ・施工履歴データの活用拡大

・要領の簡素化


